
 

 

 

戦略産業育成 

 

⑯公益財団法人南信州・飯田産業センター 

「航空宇宙産業クラスター形成事業を先導とする地域産業の活性化事業と人材の育成」（2016

年優秀賞） 

 

受賞理由：航空機産業の集積地である中京圏への近さを生かし、同産業への 参入を目指したクラス

ターを飯田地域の中小精密・電子・機械産業群により構築。共同受注グループを設立し、地域内一貫

体制による表面処理・熱処理等の特殊工程拠点を整備したほか、地域内産業の発展に貢献する人

材を育成するためバーチャル大学を開校し、地域産業の活性化に貢献している。 

(実施者) 

公益財団法人 南信州・飯田産業センター 

（事業の背景及び経緯） 

・ 当地域は、日本の航空機産業の中心である中京圏に近いという地の利があったことから、当

地域の将来的発展を見込む中では、今後成長が期待される航空機産業に着目し、航空宇宙産

業クラスターの形成を目指すこととした。 

・ ＪＭＣ(地場産マネジメントクラブ）を組織化し、地域内の異業種連携を推進し、参加企業の

活性化と新たな取り組みへのきっかけづくりを目指した。 

・ 中小企業の弱点をフォローするため、ビジネスネットワーク支援センターを設置し、協同受

発注、企業連携製品開発などを目指した。 

・ 当地域には４年制大学がないことから、働きながら高度な知識を身に着けるため飯田産業技

術大学を設置し、専門人材の育成を目指した。 

 (事業内容) 

・ 2006 年当地域の中小企業郡 38 社による「飯田航空宇宙プロジェクト」が立ち上げられた。

また、その中の 9 社で共同受注グループ「エアロスペース飯田」を設立した。2014 年には、

地域内一貫生産体制を可能とする表面処理・熱処理・特殊工程を備えた航空宇宙産業クラス

ター拠点工場を整備し、地域内での航空機産業の発展に寄与している。 

・ ＪＭＣ定例会を開催し、学習会や交流会を実施。異業種連携へのきっかけづくりと会員の資

質向上に努めている。 

・ 飯田ビジネスネットワーク支援センターにオーガナイザーを配置し、協同受発注や企業連携

製品開発の支援を行っている。約 100 社で構成するネスクイイダを組織化し企業連携を図っ

ている。 

・ 2006 年にキャンパスを持たないバーチャル大学を開校。製造業だけではなく地域の様々な企

業が参加できるよう、講座の内容を工夫している。 

(成果) 

・ 専任のプロジェクトマネージャーとコーディネーターを配置し、航空機産業特有の品質管

理・保証体制構築支援を行ったことにより、立ち上げ当初１５００万円程度であったエアロ

スペース飯田の航空機産業の出荷額が、現在１億５千万円と１０倍に伸びるとともに、単独



 

 

 

での海外航空機メーカーとの直接取引契約も始まっている。  

・ 1988 年に設立し３０年余りの活動を続けている。現在、異業種 35 社が活動を行っている。 

・ オーガナイザーの支援により、企業連携製品開発の成果として、飯田市全域の防犯灯 6,000

台を新開発したＬＥＤ防犯灯に転換することができた。また、小水力発電装置については企

業の排水利用から始まり、多様な用途の中で利用が進んでいる。 

・ 開校時から昨年までに 400 近い講座と、受講者は 14,000 人にも上っている。 

 

 (事業に取り組み苦労したこと) 

・ 航空宇宙産業においては共同事業体の構成に大きな障壁があった。独自に事業展開を行う企

業を共同体として組織するために、マネージャーによる企業教育を実施した。 

・ 会員がそれぞれ業態の違う経営者の集まりのため、一口に域内企業の発展と言っても、中々

共通認識が得られなかった。 

・ あくまでビジネスを中心にした集まりのため、特に研究開発については各々の会社と意見が

ぶつかることも多々あり、結果が出ないときは衝突することもあった。 

・ ニーズに合った内容の講座であっても、参加者が思いの外少なかったり、逆に、内容が想定

外に乏しかったりした場合への対応。 

(事業の成功要因) 

・ マネージャー・オーガナイザーをはじめとして、経験ある専門的人材を複数配置し、企業と

一緒に活動したことが大きな成功要因となっている。また、地域内に設置されているＥＭＣ

センターの機能を充実するなど、地域内での支援体制の強化を図ったことなどが事業成功の

要因と考えられる。 

・ 定期的に例会を開催し、情報交換を行うことで、会の存在意義を見いだすことができた。 

・ オーガナイザーが地域内企業を活発に訪問し、信頼関係を築けたことが大きな要因として挙

げられる。併せて、企業のマッチングに対しても、目に見えて成果が得られていることが起

因している。 

・ 特定の企業に偏ることなく、地元企業で構成されている工業会などを通じて広く周知してい

ることが挙げられる。また、企業ニーズに合った講座を行っていることが、企業に理解を得

られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

【受賞後の取組について】 

 

○「産業振興の拠点」整備に関する取組 

・県立高校の統廃合により利用されなくなった旧飯田工業高校を活用し、地域産業の振興や学

術研究機能等の集積を図る、新たな「産業振興の拠点」整備事業に取り掛かっている。地方

創生交付金を活用する中で、工期３年、総額１９億円程度の事業費となっている。 

整備の具体的内容は、平成２９年４月に、信州大学工学部と連携を図る中で、「信州大学

航空機システム共同研究講座」の開設、長野県工業技術総合センター分室の設置、航空機環

境試験基準を満たす環境試験機器の導入を図る。また、平成３０年度には、南信州・飯田産

業センター機能の拡充を図り、「産業振興の拠点」への移転を予定している。 

・新たな「産業振興の拠点」では、航空機産業を先導役として、地域産業の高度化、高付加価

値化に取り組むため、支援機関としての取り組みを検討している。 

 

○高度専門人材の育成に関する取組 

・産官学金の連携により「信州大学航空機システム共同研究講座」が開設される。この講座で

は、航空機装備品を中心とした研究開発、航空機システムに関する高度専門人材育成を行う。

専任教授としてＪＡＸＡより技術者を招聘し、開設に向けてカリキュラムの作成を現在行っ

ている。将来的には信州大学の南信州キャンパスを構想している。 

・従来より実施してきたバーチャル大学としての「飯田産業技術大学」と「信州大学飯田サテ

ライト」は実施内容を拡張する中で継続実施を行っている。 

 

○みそ大学の設立 

・日本古来の伝統発酵食品であり、当地域の産品でもある「みそ」に着目し、健康的機能性に

関する研究及び健康的新製品開発研究などを行うために、産学連携による「みそ大学」を設

立した。 

 

○南信州吉鍋研究会の発足 

・当地域の産品である「野沢菜漬」、「凍り豆腐」、「野菜・肉」、「みそ・醤油」などを使っ

た、南信州「吉鍋」を新しい南信州のご当地鍋として広めている。この「吉鍋」は、歌手の

吉幾三さんがテレビで紹介したもので、名称の使用許可をもらい、地元飲食店をはじめ、学

校給食での活用も検討している。 

 

 


